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1.17年9月中間期の業績（平成17年 4月 1日～平成17年 9月30日）

(1) 経営成績　　　　　　　　　　　　　　　 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 売上高 営業利益 経常利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

　17年9月中間期 31,541 (△25.9) 822 (　─　) 365 (　─　)

　16年9月中間期 42,586 (△14.5) △1,753 (　─　) △3,917 (　─　)

17年 3 月 期 79,267 ( ─ ) △3,630 ( ─ ) △6,862 ( ─ )

　
　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益

　 百万円 ％ 円 銭

　17年9月中間期 638 (　─　) 3 07

　16年9月中間期 △9,906 (　─　) △139 38

17年 3 月 期 △22,276 ( ─ ) △310 71
(注) ① 期中平均株式数 17年9月中間期 190,939,950株 16年9月中間期 71,069,791株 17年3月期 71,695,640株

　 ② 会計処理の方法の変更 有 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　
(2) 配当状況

　 １株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金 (注)　17年 9月中間期配当金

の内訳

記念配当　─円─銭

特別配当　─円─銭

　 円 銭 円 銭

　17年9月中間期 ―――――― ――――――

　16年9月中間期 ―――――― ――――――

17年 3 月 期 ―――――― ――――――
　
　
(3) 財政状態　　　　　　　　　　　　　　　 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

　17年9月中間期 40,427 6,034 14.9 10 66

　16年9月中間期 47,160 7,802 16.5 109 81

　17年 3 月 期 44,365 5,392 12.2 7 29
(注) ① 期末発行済株式数 17年9月中間期 190,927,030株 16年9月中間期 71,055,517株 17年3月期 190,956,841株

　 ② 期末自己株式数 17年9月中間期 390,104株 16年9月中間期 261,617株 17年3月期 360,293株

　

2.　　18年3月期の業績予想（平成17年　4月　1日～平成18年　3月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

期末 　
　 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通期 62,500 100 400 0 0 0 0

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　1円 55銭
　　※　上期の予想は、現時点で得られた情報に基づいて作成したものです。実際の業績は、今後様々な要

因によって予測数値と異なる結果となる可能性があります。
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「期中平均株式数」

平成17年9月期 平成16年9月期 平成17年3月期

株 株 株

普通株式 190,939,950 71,069,791 71,695,640

優先株式 80,000,000 － 80,000,000

Ａ種優先株式 (80,000,000) (－) (80,000,000)

「期末発行済株式数」

平成17年9月期 平成16年9月期 平成17年3月期

株 株 株

普通株式 190,927,030 71,055,517 190,956,841

優先株式 80,000,000 － 80,000,000

Ａ種優先株式 (80,000,000) (－) (80,000,000)

「平成17年9月期の業績」指標算式
　○1株あたり当期純利益

　○1株あたり株主資本

当期純利益

普通株式の期中平均株式数

期末資本の部合計額－期末発行済優先株式数×発行価額

期末発行済普通株式数
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6. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 ※２ 　 3,954 　 　 5,619 　 　 10.419 　

　２　受取手形 　 　 134 　 　 223 　 　 292 　

　３　売掛金 　 　 12,286 　 　 8,953 　 　 8,381 　

　４　有価証券 　 　 200 　 　 200 　 　 200 　

　５　たな卸資産 　 　 11,507 　 　 4,775 　 　 5,179 　

　６　未収金 　 　 572 　 　 3,621 　 　 615 　

　７　短期貸付金 　 　 ─ 　 　 467 　 　 ─ 　

　８　その他 　 　 1,741 　 　 188 　 　 248 　

　　　貸倒引当金 　 　 △181 　 　 △93 　 　 △141 　

　　流動資産合計 　 　 30,214 64.1 　 23,955 59.3 　 25,196 56.8

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産
※１
※２

　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 　 　 960 　 　 885 　 　 919 　

　　(2) 工具器具及び備品 　 　 392 　 　 214 　 　 246 　

　　(3) 土地 　 　 1,301 　 　 1,301 　 　 1,301 　

　　(4) その他 　 　 55 　 　 38 　 　 40 　

　　　　　 計 　 　 2,709 　 　 2,439 6.0 　 2,507 5.7

　２　無形固定資産 　 　 280 　 　 139 0.3 　 192 0.4

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 ※２ 　 354 　 　 408 　 　 390 　

　　(2) 関係会社株式 　 　 13,302 　 　 12,718 　 　 14,785 　

　　(3) 長期貸付金 　 　 ─ 　 　 599 　 　 1,032 　

　　(4) 破産更生債権等 　 　 ─ 　 　 3,857 　 　 3,666 　

　　(5) その他 　 　 310 　 　 165 　 　 271 　

　　　　貸倒引当金 　 　 △11 　 　 △3,858 　 　 △3,677 　

　　　　　 計 　 　 13,955 　 　 13,892 34.4 　 16,468 37.1

　　固定資産合計 　 　 16,945 35.9 　 16,471 40.7 　 19,169 43.2

　　資産合計 　 　 47,160 100.0 　 40,427 100.0 　 44,365 100.0
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前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 　 　 6,131 　 　 2,735 　 　 4,078 　

　２　買掛金 　 　 4,749 　 　 4,480 　 　 3,752 　

　３　短期借入金 ※２ 　 17,020 　 　 10,985 　 　 18,064 　

　４　一年内に返済
　　　予定の長期借入金 　 　 ─ 　 　 1,083 　 　 1,533 　

　５　未払金 　 　 ─ 　 　 905 　 　 1,664 　

　６　未払法人税等 　 　 25 　 　 40 　 　 81 　

　７　未払費用 　 　 ─ 　 　 598 　 　 1,108 　

　８　預り金 　 　 ─ 　 　 49 　 　 65 　

　９　賞与引当金 　 　 481 　 　 318 　 　 351 　

　１０　製品保証引当金 　 　 ─ 　 　 101 　 　 ─ 　

　１１　返品調整引当金 　 　 ─ 　 　 214 　 　 ─ 　

　１３　その他 　 　 2,330 　 　 ─ 　 　 ─ 　

　　流動負債合計 　 　 30,739 65.2 　 21,513 53.2 　 30,701 69.2

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　社債 ※２ 　 500 　 　 500 　 　 500 　

　２　長期借入金 ※２ 　 1,450 　 　 5,316 　 　 683 　

　３　繰延税金負債 　 　 25 　 　 17 　 　 9 　

　４　退職給付引当金 　 　 6,636 　 　 7,035 　 　 6,977 　

　５　その他 　 　 5 　 　 8 　 　 100 　

　　固定負債合計 　 　 8,618 18.3 　 12,878 31.9 　 8,271 18.6

　　負債合計 　 　 39,357 83.5 　 34,392 85.1 　 38,973 87.8
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前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 7,730 16.4 　 5,773 14.3 　 5,773 13.0

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 　 1,932 　 　 ─ 　 　 6,932 　

　２　その他資本剰余金 　 　 9,398 　 　 ─ 　 　 15,004 　

(1)資本金及び資本準備金減
少差益 　 　 ─ 　 　 ─ 　 　 15,004 　

　　資本剰余金合計 　 　 11,331 24.0 　 ─ ─ 　 21,937 49.4

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　1　中間未処分利益
　　 又は中間(当期)
　　未処理損失(△)

　 　 △11,257 　 　 299 　 　 △22,276 　

　　利益剰余金合計 　 　 △11,257 △23.9 　 299 0.7 　 △22,276 △50.2

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金 　 　 37 0.1 　 22 0.1 　 14 0.0

Ⅴ　自己株式 　 　 △39 △0.1 　 △61 △0.2 　 △56 △0.1

　　資本合計 　 　 7,802 16.5 　 6,034 14.9 　 5,392 12.2

　　負債資本合計 　 　 47,160 100.0 　 40,427 100.0 　 44,365 100.0
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 42,586 100.0 　 31,541 100.0 　 79,267 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 37,979 89.2 　 25,609 81.2 　 70,275 88.7

Ⅲ　返品調整引当金繰入額 　 　 ─ ─ 　 214 0.7 　 ─ ─

　　　売上総利益 　 　 4,607 10.8 　 5,717 18.1 　 8,991 11.3

Ⅳ　販売費及び一般管理費 　 　 6,360 14.8 　 4,894 15.5 　 12,621 15.8

　　　営業利益又は　　
　　　営業損失(△) 　 　 △1,753 △4.1 　 822 2.6 　 △3,630 △4.6

Ⅴ　営業外収益 ※１ 　 256 0.6 　 223 0.7 　 258 0.3

Ⅵ　営業外費用 ※２ 　 2,420 5.7 　 681 2.1 　 3,491 4.4

　　　経常利益又は
　　　経常損失(△) 　 　 △3,917 △9.2 　 365 1.2 　 △6,862 8.7

Ⅶ　特別利益 ※３ 　 6 0.0 　 3,231 10.2 　 ─ ─

Ⅷ　特別損失
※４
※７

　 326 0.8 　 2,964 9.4 　 9,737 12.3

　　　税引前中間純利益
　　　又は税引前中間
　　　(当期)純損失(△)

　 　 △4,237 △9.9 　 633 2.0 　 △16,600 △20.9

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

※６ 　 5,669 13.3 　 △5 △0.0 　 ─ ─

　　　法人税等調整額 　 　 ─ ─ 　 ─ ─ 　 5,676 7.1

　　　中間純利益又は
　　　中間(当期)純損失 　 　 △9,906 △23.3 　 638 2.0 　 △22,276 △28.1

　　　前期繰越損失 　 　 1,351 　 　 338 　 　 1,351 　

　　　中間未処分利益
　　　又は中間(当期)
　　　未処理損失(△)

　 　 △11,257 　 　 299 　 　 △22,276 　
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況
　

項目
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

　 ────────── 当社は、前事業年度におい

て22,276百万円の大幅な当

期純損失を計上している。

当中間会計期間において

は、638百万円の中間純利益

を計上したものの、前事業

年度において策定した「中

期事業計画」の遂行途上に

あります。当該状況によ

り、継続企業の前提に関す

る重要な疑義が存在してい

る。

当社は、当事業年度におい

て22,276百万円の大幅な当

期純損失を計上し、継続企

業の前提に関する重要な疑

義を抱かせる事象又は状況

が存在している。

　 　 当社においては、当該状況

を解消すべく希望退職等の

リストラを実施し,平成17年

1月31日に発表した中期事業

計画を着実に実行し、収益

構造の改善・PC-ODD事業の

収益改善・在庫管理の徹

底・欧州地域の事業改善お

よび組織執行体制の改善を

図ると共に、取引銀行との

継続取引を始め、平成17年

3月30日付けでフェニック

ス・キャピタル株式会社が

運営するフェニックス・キ

ャピタル・パートナーズ・

ワン投資事業組合を引き受

け先とする第三者割り当て

増資により100億円の資金調

達を行い、財務体質の改善

を図りました。　これによ

り、中期事業計画達成に向

けての主要事前施策は本年

3月をもって完了することが

できました。

当社におきましては、当該

状況を解消すべく、外部環

境に左右されない事業構成

を確立し安定的な収益構造

に転換すること、および財

務体質を強化することが喫

緊の課題と認識し、早急な

業績の建て直しを図るべ

く、平成18年3月期を初年度

とする2ヵ年の「中期事業計

画」を策定し、平成17年1月

31日に発表いたしました。

フェニックス・キャピタル

株式会社の企業活性化ノウ

ハウを活用し、「中期事業

計画」を着実に遂行してい

くことで、早期業績回復に

努め、お客様に対してはよ

り満足度の高い製品の提供

を、株主の皆様に対しては

配当の復活に向けて努力し

てまいる所存です。

　 　 当中間会計期間において

は、「会社の対処すべき課

題」に記載のとおり、クロ

スファンクショナルチーム

（CFT)が発足され、中期事

業計画達成の実行段階にあ

ります。　以上により、連

結財務諸表は継続企業を前

提として作成しており、こ

のような重要な疑義の影響

を連結財務諸表に反映して

いません。

中期事業計画の概要
必達目標：平成19年3月期末
までに下記経営指標を必達
する。
■　売上高営業利益率（連
結） 3.5%以上
■　在庫日数（連結DSI）
69日以下
■　PC-ODD事業の売上構成
比 30％以下
* PC-ODD事業  PC組込専用
のOEM向け光ディスクドライ
ブ事業
*  DSI  Days  Sales  in
Inventory(在庫日数)の略。
　期末在庫÷1日あたり平均
売上原価
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項目
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
  至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
  至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
  至　平成17年３月31日)

　 　 　 主要施策

(1) 収益構造の改善

以下の施策を遂行すること

でPC-ODD偏重の事業構造か

ら脱却し、バランスの良い

事業構成を目指します。

① 事業構成の改善

　Non-PC用途向けのデバイ

ス事業やドライブメーカ

ー、民生機器メーカーへの

ソリューション事業を強化

することで光ディスクドラ

イブ関連事業の収益安定化

を図り、あわせて、音楽制

作 用 オ ー デ ィ オ 機 器

「TASCAM」や超高級オーデ

ィオ「ESOTERIC」ブランド

の積極展開によるコンシュ

ーマ機器事業の収益力増

強、および計測機器・業務

用システム事業の拡大によ

る情報機器事業の強化によ

り、事業構成の改善を図

る。
　 　 　 ② PC-ODD事業の収益改善

　PC-ODD事業において、徹

底したコスト構造の改善、

市況変化への対応力の強

化、および新製品・新モデ

ルの絞込みにより、収益力

の改善を図る。
　 　 　 ③ 在庫管理の徹底

　管理会計制度および在庫

日数レポーティングシステ

ムの改善等社内体制を整備

し、各ビジネスユニット

（BU）および拠点ごとの目

標管理を徹底することで、

在庫の低減を図る。
　 　 　 ④ 欧州地域の事業改善

　事業管理体制の改善、事

業拠点・運営体制の集約、

現地法人の販売管理費用の

削減、および財務体質の改

善等により、欧州地域の事

業改善を図る。
　 　 　 ⑤ 固定費の削減

　希望退職の実施、海外子

会社・国内事業所の整理と

再配置、退職金制度の変

更、および役員報酬の削減

等により、固定費の削減を

図る（目標値：総額約27億

円）。
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項目
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
  至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
  至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
  至　平成17年３月31日)

　 　 　 (2) 組織・執行体制の改善

事業分野ごとの損益管理が

より明確になる社内体制を

整備するとともに、グルー

プ全体のリソース・情報の

共有化・有効活用によりシ

ナジー効果を追求する。

　 　 　 ① 事業分野ごとにBUをまと

めた3カンパニー（エンタテ

イメント・カンパニー、ビ

ジネスソリューションズ・

カンパニー、メディアデバ

イス・カンパニー）を設置

する。

　 　 　 ② 長期的・全社的視点から

の戦略検討・実行を担う部

門を設置する。

　 　 　 ③ 目標必達のための社内体

制を強化する。

　 　 　 等の改善を図るとともに、

希望退職等のリストラを実

施し、取引銀行との継続取

引を始め、平成17年3月30

日付でフェニックス・キャ

ピタル株式会社が運営する

フェニックス・キャピタ

ル・パートナーズ・ワン投

資事業組合を引受先とする

第三者割当増資により100億

円の資金調達を行い、財務

体質の改善を図った。これ

により、中期事業計画達成

に向けての主要事前施策

は、本年3月をもって完了す

ることができた。

　 　 　 以上により、連結財務諸表

は継続企業を前提として作

成しており、このような重

要な疑義の影響を連結財務

諸表には反映していない。
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中間財務諸表の基本となる重要な事項

　 　 　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

子会社及び関連会社株式

移動平均法による原価法に

よっている。

その他有価証券

時価のあるものは中間決算

日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定)により、時価のないもの

は移動平均法による原価法

によっている。

子会社及び関連会社株式

同左

　

その他有価証券

同左

子会社及び関連会社株式

同左

　

その他有価証券

①時価のあるもの

期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全

部資本算入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定)

②時価のないもの

移動平均法による原価法

によっている。

　

　(2) デリバティブ

時価法によっている。

　(2) デリバティブ

同左

　(2) デリバティブ

同左

　(3) たな卸資産

移動平均法による原価法によ

っている。

　(3) たな卸資産

移動平均法による低価法によ

っている。

　(3) たな卸資産

移動平均法による原価法によ

っている。

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

定率法を採用している。

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設

備は除く)については、定額法

によっている。

なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ている。

２　固定資産の減価償却の方法

  (1) 有形固定資産

定率法を採用している

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設

備は除く)については、定額法

によっている。

なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。

建物及び構築物

３～50年

機械装置及び運搬具

４～11年

工具器具及び備品

２～10年

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

同左
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前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

　(2) 無形固定資産

定額法を採用している。

なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同

一の基準によっている。ま

た、ソフトウェア(自社利用

分)については、社内利用にお

ける利用可能期間(５年)に基

づく定額法によっている。

　(2) 無形固定資産

同左

　(2) 無形固定資産

同左

　 　

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ている。

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　同左

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　同左

　(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見

込額のうち当中間会計期間負

担分を計上している。

　(2) 賞与引当金

同左

　(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与

の支給に充てるため、支給見

込額に基づき計上している。

　(3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるた
め、当会計年度末における退
職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき、当中間会計期
間末において発生していると
認められる額を計上してい
る。
なお、会計基準変更時差異に
ついては、12年による按分額
を費用処理し営業外費用に計
上している。
また、数理計算上の差異は定
率法(10年)により、過去勤務
債務は定額法(12年)により発
生会計年度より費用処理して
いる。

　(3) 退職給付引当金

同左

　(3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるた
め、当事業年度末における退
職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき、計上してい
る。
なお、会計基準変更時差異に
ついては、12年による按分額
を費用処理し営業外費用に計
上している。
また、数理計算上の差異は定
率法(10年)により、過去勤務
債務は定額法(12年)により発
生会計年度より費用処理して
いる。

       ──────────     (4) 返品調整引当金        ──────────

　 製品の返品による損失に備え

るため、過去の返品実績率に

基づく返品損失見込額を計上

している。

　

       ──────────     (5) 製品保証引当金        ──────────

　 製品の保証期間内に係るアフ
ターサービスに要する費用の
支出に備えるため、過去の支
出実績に基づくアフターサー
ビス費用の今後の支出見込額
を計上している。
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前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

４　外貨建資産又は負債の本邦通貨

への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円価

に換算し、換算差額は損益とし

て処理している。

４　外貨建資産又は負債の本邦通貨

への換算基準

同左

４　外貨建資産又は負債の本邦通貨

への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円価に換

算し、換算差額は損益として処

理している。

５　リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ている。

５　リース取引の処理方法

  同左

５　リース取引の処理方法

  同左

６　ヘッジ会計の方法

　①　ヘッジ会計の方法

原則として、繰延ヘッジ処理

によっている。

なお、振当処理の要件を満た

している為替予約及び通貨オ

プションについては、振当処

理によっている。

また、特例処理の要件を満た

している金利スワップについ

ては、特例処理によってい

る。

６　ヘッジ会計の方法

　①ヘッジ会計の方法

　　 同左

６　ヘッジ会計の方法

　①ヘッジ会計の方法

　　 同左

　 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象 　②　ヘッジ手段とヘッジ対象 　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　  ヘッジ手段　為替取引及び 　　　ヘッジ手段 　　　ヘッジ手段

　　　　　　　　  通貨オプション 　　　 同左 　　　同左

　　　　　　　　  取引 　 　

　　　　　　　　  金利スワップ取  　　　　ヘッジ対象 　　　ヘッジ対象

　　　ヘッジ対象　外貨建金銭債権 　　　 同左 　　　同左

　　　　　　　　　債務 　 　
　　　　　　　　　借入金の金利 　 　

　③　ヘッジ方針

外貨建金銭債権債務の為替リ

スクをヘッジするため、その

実需の範囲内において為替予

約取引及び通貨オプション取

引を利用している。

また、借入金の金利変動リス

クを回避するため、金利スワ

ップ取引を行っており、ヘッ

ジ対象の識別は個別契約ごと

に行っている。

　③　ヘッジ方針

同左

　③　ヘッジ方針

同左

　④　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の時価変動額とヘ

ッジ手段の時価変動額との比

率によりヘッジ有効性の評価

を行っている。

　④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

　④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

７　消費税等の会計処理の方法

税抜方式を採用している。

７　消費税等の会計処理の方法

　同左

７　消費税等の会計処理の方法

　同左
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会計処理の変更

　

前中間会計期間
(自　平成16年4月1日

   至　平成16年9月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年4月1日

   至　平成17年9月30日)

前事業年度
(自　平成16年4月1日

   至　平成17年3月31日)

　 　 　
　     ────────── (固定資産の減損に係る会計基準) 　     ──────────

　 当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会　平成14年8

月9日)及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第6号 平成15年10月31日）

を適用している。これにより税引前

中間純利益が81百万円減少してい

る。なお,減損損失累計額については

改正後の中間財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してい

る。

　

　 　 　

　 　 　

　     ──────────  (返品調整引当金) 　     ──────────

　 従来、返品に伴う損失は、返品を受

けた期間にて計上していたが、前下

期に実施した財務リストラの一環と

して、より適正な期間損益計算を図

るとともに、財務内容のより一層の

健全化を図るため、当中間会計期間

より、過去の返品実績率に基づく返

品損失見込額を返品調整引当金とし

て計上する方法に変更している。

この変更により、当期首にて変更後

の方法を適用した場合に計上される

べき275百万円を特別損失に計上して

いる。この結果、従来の方法によっ

た場合と比べ、差引売上総利益、営

業利益及び経常利益がそれぞれ60百

万円増加し、税引前中間純利益が214

百万円減少している。

　

　 　 　

　 　 　

　     ──────────  (たな卸資産の評価基準及び評価方法)　     ──────────

　 従来、当社はたな卸資産の評価基準

及び評価方法は移動平均法による原

価法あったが、前下期に実施した財

務リストラの一環としてより適正な

期間損益計算を図るとともに、財務

内容のより一層の健全化を図るため

当中間会計期間より移動平均法によ

る低価法に変更している。この変更

による当中間会計期間の損益に与え

る影響は軽微である。
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前中間会計期間
(自　平成16年4月1日

   至　平成16年9月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年4月1日

   至　平成17年9月30日)

前事業年度
(自　平成16年4月1日

   至　平成17年3月31日)

　 　 　

       ─────────  (製品保証引当金)        ──────────

　

従来、当社は、製品保証費用は支出

時の費用として計上していたが、前

下期に実施した財務リストラの一環

として、より適正な期間損益計算を

図るとるともに、財務内容のより一

層の健全化を図るため、当中間会計

年度より過去の支出実績率を基に計

算したアフターサービス費用の今後

の支出見込額を製品保証引当金とし

て計上する方法に変更している。

この変更により、当期首にて変更後

の方法を適用した場合に計上される

べき 119百万円を特別損失に計上し

ている。この結果、従来の方法によ

った場合と比べ、営業利益及び経常

利益がそれぞれ17百万円増加し、税

引中間純利益が101百万円減少してい

る。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　

　
前中間会計期間末
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末
(平成17年３月31日)

※１　有形固定資産の

減価償却累計額

　

8,148百万円

　

5,669百万円

　

5,622百万円

※２　担保資産

①　現金及び
　　預金

②　有形固定
　　資産(財団
　　抵当含む)

　

40百万円

　

40百万円

　

40百万円

有形固定資産

建物

構築物

土地

合計

　

769百万円

10百万円

1,297百万円

2,077百万円

　

714百万円

9百万円

1,297百万円

2,021百万円

　

738百万円

9百万円

1,297百万円

2,046百万円

上記有形固定資

産のうち、工場

財団抵当に供し

ている資産

　　建物

　　構築物

　　土地

　　合計

　

　

　

　

381百万円

8百万円

437百万円

826百万円

　

　

　

　

351百万円

7百万円

437百万円

796百万円

　

　

　

　

364百万円

7百万円

437百万円

809百万円

③　投資有価証券

　

対応する債務

短期借入金

長期借入金

　

合計

79百万円

　

　

11,820百万円

―

　

11,820百万円

106百万円

　

　

6,670百万円

4,950百万円

　

11,620百万円

85百万円

　

　

11,620百万円

―

　

11,620百万円

保証債務

　

上記のうち工場

財団抵当に対応

する債務

短期借入金

長期借入金

　

合計

―――――

　

　

　

　

11,820百万円

―

　

11,820百万円

　　　　　　　　4百万円

　

　

　

　

6,670百万円

4,950百万円

　

11,620百万円

4百万円

　

　

　

　

11,620百万円

―

　

11,620百万円
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前中間会計期間末
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末
(平成17年３月31日)

　３　偶発債務

債務保証額

ティアック
アメリカINC.

(信用状開設
及び借入金)

ティアック
電子計測㈱

(割引手形
及び借入金)

　

　 　

619 百万円

(5,576 千米ドル)

　 　

212 百万円

　

　 　

4    百万円

(　38 千米ドル)

　 　

167 百万円

　

　 　

541 百万円

   (5,038 千米ドル)

　 　

182 百万円

　４　受取手形割引高 193百万円 －百万円 －百万円

　　　輸出手形割引高 8,541百万円 3,125百万円 4,664百万円

　

61



(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
  至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
  至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
  至　平成17年３月31日)

※１　営業外収益の主

要項目

受取利息

受取配当金

為替差益

　

　　　 　　　　29百万円

　　　　　　 　18百万円

　　　　 　　 106百万円

　　　　　 　　17百万円

　　　　　　 　27百万円

　　　　　　   92百万円

　

　　　　　 　　39百万円

　　　　　　 　26百万円

　　　　　　    7百万円

　

※２　営業外費用の主

要項目

支払利息

手形売却損

たな卸資産

廃棄損等

退職給付債

務変更時差

異償却費

              217百万円

              243百万円
           
            1,731百万円
             
　
              227百万円

              304百万円

              111百万円
　
               37百万円
　
          
              227百万円

              504百万円

              554百万円
　
            1,751百万円
　
　
              455百万円

※３　特別利益の主要

項目

固定資産
売却益

貸倒引当金
戻入益

    前期損益
    修正益

    子会社特別
    配当金

　

　

0百万円

6百万円

－百万円

－百万円

　

　

－百万円

54百万円

687百万円

  2,490百万円

　

　

－百万円

－百万円

－百万円

－百万円

※４　特別損失の主要

項目

固定資産
除却売却損

役員退職
慰労金

特別早期
退職金

過年度特許権
実施料

子会社株式
評価損

    棚卸評価損等

    投資有価証券
    評価損

    貸倒引当金
    繰入額

    過年度製品
    保証繰入額

    過年度返品
    調整繰入額

    減損損失

　

　

        2百万円

93百万円

－百万円

230百万円

－百万円

－百万円

－百万円

－百万円

－百万円

－百万円

－百万円

　

　

－百万円

－百万円

－百万円

44百万円

2,322百万円

－百万円

－百万円

－百万円

119百万円

275百万円

81百万円

　

　

　148百万円

93百万円

799百万円

279百万円

702百万円

3,737百万円

225百万円

3,450百万円

－百万円

－百万円

－百万円
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前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
  至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
  至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
  至　平成17年３月31日)

※５ 減価償却実施額

有形固定資産

無形固定資産

　

81百万円

78百万円

　

48百万円

52百万円

　

175百万円

145百万円

　 　 　 　

 ※６ 法人税等の表示
      方法　　

当中間会計期間における税

金費用については、簡便法

により計算しているため、

法人税等調整額は「法人

税、住民税及び事業税」に

含めて表示している。

同左 ──────────

　 　 　 　

 ※７ 減損損失　　     ──────────

　
当社は、主に管理会計上の

事業別セグメントを基礎と

して資産グループを行って

おり、遊休資産については

個別に資産グループ化を行

っております。

当社は、コンシューマ機器

国際ビジネスユニットの収

益改善の目処が立たないた

め、同グループに属するト

を基礎として資産グループ

を行っており、遊休資産に

ついては個別に資産グルー

プ化を行っております。　

当社は、低価格帯のオーデ

ィオの収益改善の目処が立

たないため、同グループに

属する以下の資産につい

て、その全額に減損処理を

行っております。

場所　東京都武蔵野市

用途　事業用資産

(減損損失の金額)

種類　　金額(百万円)

   ──────────

　 　

 工具器具備品等　　　　78
 リース資産(器具備品)　 3
　　　合計 　　　　　　81

　

63



リース取引関係

半期報告書についてEDINETにより開示を行うため記載を省略しております。
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１株当たり情報

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。
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重要な後発事象

　

前中間会計期間
(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

　当社は、平成16年11月19日開催の

取締役会において、平成17年3月に90%

の無償減資及び50億円から80億円の

第三者割当増資を実施する事を決議

した。

　減資のための臨時株主総会を平成

17年2月に開催する予定である。

      ──────────

 

       ──────────
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